
 

日高村浄化槽設置整備事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、生活排水による公共用水域の水質汚濁の防止と快適な生活環境の創造を

図るため、日高村が交付する浄化槽設置整備事業補助金に係る補助対象、補助金額、その他

必要な事項を定めることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 浄化槽 浄化槽法（昭和58年法律第43号）第２条第１号に規定する浄化槽をいう。 

(２) 単独処理浄化槽 浄化槽法の一部を改正する法律（平成12年法律第106号）による改

正前の浄化槽法第２条第１号に規定する浄化槽のうち、し尿のみを処理するものをいう。 

(３) 浄化槽の転換 既存の単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への施設の転換をすること

をいう。 

２ 前項によるものの他、この要綱における用語の定義は、浄化槽法及び関係法令の規定によ

る。 

（補助金交付の条件） 

第３条 日高村は、村長の定める地域内において、専用住宅に処理対象人員10人以下の次条に

該当する一般住宅用浄化槽を設置しようとする者に対して、予算の範囲内で補助金を交付す

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号いずれかに該当する者に対しては、補助金を交付しな

い。 

(１) 浄化槽法第５条第１項に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者。 

(２) 補助事業の期間内に浄化槽を設置することができない者。 

(３) 住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者。 

(４) 建物の販売を目的として浄化槽を設置しようとする者。 

(５) 店舗等との併用住宅において、住宅部分の床面積が２分の１未満のものを設置する者。 

(６) 浄化槽に違反した行為があって２年を経過しない者で、同法上の権限を有する行政官

から補助対象としないよう要請があった者。 

(７) 村に対する公租公課に未納がある者。 

(８) 別表２に掲げる１及び２に該当すると認められる者。 

(９) 申請者が契約している浄化槽設置工事請負先等の事業者が、別表２に掲げるいずれか

に該当するものと認められる場合。 

(10) 主たる生計の場として居住しない別荘等を設置する者。 

(11) 県税を滞納している者。 

(12) 新築若しくは合併処理浄化槽の設置された家屋の建て替え・増築や、既設合併処理浄

化槽の更新・改築（災害に伴うものは除く）による浄化槽設置。ただし、次の各号に該当

する者は補助対象とする。 

ア 他市町村からの転入による家屋の新築や、子どもが分家独立した際の新築又は賃貸住

宅から転居して家屋を新築する場合 

イ 単独処理浄化槽又はくみ取り槽からの転換に伴う家屋の新築や増築等の既存の汚水処

理未普及解消につながる浄化槽の設置 



 

ウ 建て替え又は増改築に伴う既設合併処理浄化槽の更新（災害に伴うものは除く。）に

よる浄化槽設置は、村長が認める場合のみ第５条に掲げる金額を補助する。 

３ 村外に居住する者または、住民登録が無い者で、前々項に定める地域内に浄化槽を設置し

ようとする者については、浄化槽設置後、速やかに日高村民となることが確実であり、証明

ができる者。 

（補助対象浄化槽） 

第４条 補助金の交付の対象とする浄化槽は、次の各号に掲げる条件をすべて満たす浄化槽と

する。 

(１) 浄化槽法第４条第２項の規定による構造基準に適合するもの。 

(２) 浄化槽設置整備事業における国庫補助指針に適合し、かつ、小型合併処理浄化槽機能

保証制度に基づき登録されたもの。 

（補助金額） 

第５条 補助金額は、補助対象たる浄化槽の設置に要する費用に相当する費用とし、別表１の

第１欄に掲げる区分につき、それぞれの第２欄に定める額を限度とする。 

（転換及び宅内配管工事への補助） 

第６条 既存の単独処理浄化槽又はくみ取り便槽（以下「既設槽」という。）から合併処理浄

化槽へ転換する場合については、前条の補助金額にくみ取り便槽90,000円（上限）、単独処

理浄化槽120,000円（上限）を加えた額を予算の範囲内で補助する。 

２ 前項の補助の対象については、合併処理浄化槽設置にあたり撤去が必要な場合であって同

一敷地内に設置されるときに限る。 

３ 既設の住宅等に設置された既設槽から浄化槽への転換に係る第１号及び第２号の工事に付

帯して行う宅内配管工事について前条の補助金額に３００，０００円（上限）を加えた額を

予算の範囲内で補助する。 

（補助申請書等の提出） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ補助金

交付申請書（第１号様式）に、次の各号に掲げる書類を添付して村長に提出しなければなら

ない。 

(１) 審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し、又は建築確認通知書の写し 

(２) 浄化槽工事費見積明細書 

(３) 設置場所の案内図及び浄化槽設置配管計画図 

(４) 国庫補助指針に適合するものとして登録された浄化槽にあっては、登録証の写し及び

登録浄化槽管理票Ｃ票 

(５) 小型合併処理浄化槽機能保証制度に基づく登録証 

(６) 浄化槽設置工事請負契約書の写し 

(７) 住宅を借りている者は、賃貸人の承諾書 

(８) 浄化槽工事業の登録通知の写し又は特例工事業の届出書及び浄化槽設備士の免状の写

し 

(９) 村に対する公租公課の納入状況照会のための同意書 

(10) 既存単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換配置するものは、既設槽撤去と宅内

配管の現況写真 

(11) 浄化槽設置後、速やかに日高村民となること、又は村内で転居することが確実である

ことを証明できる書類（誓約書） 



 

(12) 県税事務所が発行する納税証明書 

(13) その他村長が必要と認める書類 

（交付の決定及び通知等） 

第８条 村長は、前条の補助金交付申請書の提出があったときは、速やかにその内容を審査し

て補助金の交付の可否を決定することとする。 

２ 村長は、前項の規定により、補助金を交付すると決定した者に対しては、補助金交付決定

通知書（第２号様式）により、交付しないと決定した者に対しては、補助金不交付決定通知

書（第３号様式）により、それぞれ通知する。 

（変更承認申請書等） 

第９条 前項第２項の規定により補助金交付決定を受けた者（以下「補助対象者」という。）

は、当該補助金交付決定通知を受けたのち、補助金交付申請の内容を変更しようとするとき、

又は補助事業を中止若しくは廃止しようとするときは、変更等承認申請書（第４号様式）を

村長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 補助対象者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難と

なった場合は、事業完了予定年月日から10日以内又は当該年度３月20日のいずれか早い日ま

でに村長に報告してその指示を受けなければならない。 

３ 補助対象者は、当該補助事業の属する年度に７を加えた年度の末までに補助対象浄化槽を

廃止しようとするときは、第１項に準じた承認を受けなければならない。 

（実績報告書） 

第10条 補助対象者は、補助金に係る事業完了後１ヶ月以内又は当該年度３月20日のいずれか

早い日までに、実績報告書（第５号様式）に次の書類を添付して村長に提出しなければなら

ない。 

(１) 浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 

(２) 浄化槽法定検査依頼書の写し 

(３) 浄化槽工事の出来高明細書及び支払金領収書の写し 

(４) 当該工事を行った浄化槽設備士が自ら工事の確認を行ったことを証するチェックリス

ト 

(５) 浄化槽設置配管完了図 

(６) 浄化槽設置工事各工程の写真 

(７) その他村長が定める書類 

２ 既存単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換をした場合、既存単独処理浄化槽を撤去

したことを証明できる以下のもの 

(１) 処分に係わる費用の領収書又は内訳書（清掃、撤去、産廃処理費等） 

(２) 撤去した槽を堀上げしたことが確認できる写真 

（交付額の確定） 

第11条 村長は、前条の規定により提出された実績報告書を審査し、補助事業の成果が、補助

金交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、補助金の交付の額を確

定し、補助金交付額確定通知書（第６号様式）により、速やかに補助対象者に通知する。 

（補助金の請求及び支払） 

第12条 村長は、前条の規定による補助金の交付額の確定後、補助金交付請求書（第７号様

式）による補助対象者の請求に基づき、補助金を交付する。 

（補助金交付の取消） 



 

第13条 村長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当した場合には、補助金の交付の全部

又は一部を取り消すことができる。 

(１) 不正の手段により、補助金の交付を受けたと認めたとき 

(２) 補助金を他の用途に使用したと認めたとき 

(３) 補助金交付の条件（第３条）に違反したと認めたとき 

（補助金の返還） 

第14条 村長は、補助金の交付を取り消した場合、当該取り消しに係る部分に関し、既に補助

金が交付されているときは、補助金の返還を命ずることができる。 

（現場確認等） 

第15条 村長は、補助金を適正に執行するため、予め指定した検査職員に命じ、補助対象浄化

槽の設置工事の状況を施行の現場において確認させることができる。 

２ 補助対象者、当該工事を担当する浄化槽設備士等、検査職員から要請があったものは、前

項の現場確認に立ち会わなければならない。 

３ 村長又は検査職員は、補助事業の適正な実施の観点から、補助対象者及び関係業者に対し、

補助事業又は当該浄化槽の状況について、改善、報告等を求めることができる。 

４ 補助対象者及び関係者は、前項の請求があったときは、それに従わなければならない。 

（譲渡等の届出） 

第16条 補助対象者は、補助対象浄化槽を他の人に譲渡等をしたときは、その相手人に関係書

類の引継及び浄化槽管理の説明を実施するとともに、１ヶ月以内に村長に譲渡等届出書（第

８号様式）を提出しなければならない。 

２ 前項の譲渡等を受けた者は、この要綱及び関係法令上の地位を継承する者とする。 

３ 第１項の譲渡等を受けた者は、浄化槽法第10条の２第３項の規定により、変更の日から30

日以内に所轄福祉保健所長に浄化槽管理者変更報告書（高知県浄化槽事務取扱要領第８号様

式）を提出しなければならない。 

４ 補助対象浄化槽を相続した者については、第３項を準用する。 

（その他） 

第17条 村長は、補助金交付目的の成就等の観点から、次のことを定めることができる。 

(１) 補助対象浄化槽の浄化性能、耐久性等を確保するために、設置工事基準その他を別に

定めることができる。 

(２) 浄化槽設置後の保守点検及び清掃並びに法定水質検査の状況等について、設置者から

報告を求めることができる。 

２ この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に必要な事項については、村長が定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成元年７月１日から施行する。 

２ この要綱の改正は、平成３年６月１日から施行する。 

３ この要綱の改正は、平成５年４月１日から施行する。 

４ この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

５ この要綱の改正は、平成７年４月１日から施行する。 

６ この要綱の改正は、平成10年４月１日から施行する。 

７ この要綱の改正は、平成15年４月１日から施行する。 

８ この要綱の改正は、平成18年４月１日から施行する。 

９ この要綱の改正は、平成19年４月１日から施行する。 



 

10 この要綱の改正は、平成20年４月１日から施行する。 

11 この要綱の改正は、平成24年４月１日から施行する。 

12 平成25年12月16日から平成26年３月31日に限り補助申請書の提出期間を定め、予算の範囲

を超える応募があった場合は、予算の範囲内で按分する。 

13 平成26年12月８日から平成27年３月31日に限り補助申請書の提出期間を定め、予算の範囲

を超える応募があった場合は、予算の範囲内で按分する。 

14 この要綱の改正は、平成28年４月１日から施行する。 

15 この要綱の改正は、平成29年４月１日から施行する。 

16 この要綱の改正は、平成30年４月１日から施行する。 

17 この要綱の改正は、令和２年４月１日から施行する。 

18 この要綱の改正は、令和３年４月１日から施行する。 

19 この要綱の改正は、令和７年５月１日から施行する。 

別表１（第５条関係、補助限度額） 

1.人槽区分 2.限度額 

５人槽 332,000円 

６～７人槽 414,000円 

８～10人槽 548,000円 

別表２（第３条関係、第13条関係） 

１ 暴力団（日高村暴力団排除条例（平成23年３月11日条例第９号。以下「暴排条例」とい

う。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は、暴力団員（暴排条例第

２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）であるとき。 

２ 暴排条例第11条の規定に違反した事実があるとき。 

３ その役員（業務を執行する役員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、

取締役、執行役又はこれらに準じる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を

含み、法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者を

いう。以下同じ。）が暴力団員であるとき。 

４ 暴力団員がその事業活動を支配しているとき。 

５ 暴力団員をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用しているとき。 

６ 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。 

７ いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品その

他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営

に協力し、又は関与したとき。 

８ 業務に関し、暴力団又は暴力団員が経営又は運営に実質的に関与していると認められる

者であることを知りながら、これを使用したとき。 

９ その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、又は第

三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員を利用したとき。 

10 その役員が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 



 

第１号様式 

 



 

 



 

第２号様式 

 



 

 



 

第３号様式 

 



 

第４号様式 

 



 

第５号様式 

 



 

第６号様式 

 



 

第７号様式 

 


